UL Japan 電波法「登録証明機関」業務範囲／第8号
特定小電力機器アクティブタグシステム

	試験項目
	技術基準等 

	割当周波数または指定周波数 
[電波法施行規則 第六条4項]
[平成23年 総務省告示第507号(平成22年 無線設備規則 告示第212号)]
[電波法施行規則　告示第42号]
	433.67MHz～434.17MHz

	通信方式 
[平成元年電波法施行規則　告示第42号（平成18年総務省 告示第655号）]
	単信方式、単向通信方式、同報通信方式

	電波の型式 
	変調方式および発振方式は、規定なし

	周波数の偏差 （×10-6）
[無線設備規則 別表第一]
	指定周波数帯

	占有周波数帯幅の許容値 
[無線設備規則 別表第二][平成18年 無線設備規則 告示第659号]
	国際輸送用データ伝送設備： 200kHz
国際輸送用データ制御設備： 500kHz

	スプリアス発射の強度の許容値 
[無線設備規則 別表第三]
	1GHz 以下のもの(RBW=100kHz)： 250nW 以下
1GHzを超えるもの(RBW=1MHz)： 1μW 以下

	空中線電力 
指定値  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[平成元年電波法施行規則　告示第42号（平成18年総務省 告示第655号）]

偏 差
[無線設備規則 第十四条1項表]
	
指定値：
国際輸送用データ伝送設備：1mW 以下
国際輸送用データ制御設備：400μW以下
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ただし始動時：100μW 以下

偏差：
上限20%、下限は規定なし

	副次的に発する電波等の限度
[無線設備規則 第二十四条]
	1GHz 以下のもの(RBW=100kHz) ： 4nW 以下
1GHzを超えるもの(RBW=1MHz) ： 4nW 以下

	混信防止機能 
[無線設備規則 第九条の四、九]
	混信防止機能として、識別符号を自動的に送信し、又は受信する機能を備え付けること 

	筐体
[無線設備規則 第四十九条の十四]
	違法改造を防止するため、一の筐体に収められており、かつ、容易に開けることができないものであること
次に掲げるものは除く
① 電源設備、② 制御装置

	空中線 
[無線設備規則 第四十九条の十四]
	規定なし
ただし、違法改造の防止のため、給電線および接地装置を有しないもの

	送受信装置以外のその他の装置 　　　　　　　[無線設備規則 告示第49号]
	

	その他 
[無線設備規則 第四十九条の十四]
	
当該無線設備は国際輸送にかかわる場合のみ電波が発射可能な旨を表示

	[平成元年 電波法施行規則 告示第49号（平成18年 総務省 告示第656号）]

	送信時間制限装置
　 国際輸送用データ伝送用：送信時間1秒(注)
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　送信休止時間1m秒
　　注) 1時間あたりの送信時間の総和は360秒以下

ただし、国際輸送用データ制御装置であって、国際輸送用データ伝送設備の始動のための信号を送信する場合の送信時間は2.7秒とし、1時間あたりの送信時間の総和は1,440秒以下


